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　　『比較経済研究』第 47 巻第 2号，2010 年 6 月

96，「ユーロと諸通貨の間の短資移動の現状―2008 年の為替スワップ市場の混乱もあわせて―」

　　『立命館国際研究』23 巻 1 号，2010 年 6 月

97，「東アジアにおける「為替相場圏」の形成」

　　『国際金融』1214 号，2010 年 7 月 1 日

98，  「2010年の世界の外為市場における取引の諸特徴―国際通貨論的な視点での1つのメモ―」

　　『立命館国際研究』23 巻 2 号，2010 年 10 月

99，「基軸通貨ドルのゆくえ」

　　大久保史郎，高橋伸彰編『日本は変わるか？！』法律文化社，2011 年 4 月に所収

100，  「ユーロ決済機構の高度化（TARGET2）について―TARGET Balancesと「欧州版

IMF」設立の関連―」

　　『立命館国際研究』24 巻 1 号，2011 年 6 月

101，  「アメリカ金融危機前後の米国際収支の概念的区分と諸項目の概算値」

同　24 巻 2 号，2011 年 10 月

102，「ユーロ危機と現代国際通貨体制―論点整理への一つの準備―」

『経済科学通信』No.128，2012 年 4 月

103，  「ユーロ危機，対米ファイナンス，人民元建貿易などについて―現代国際通貨体制をめ

ぐるいくつかの検討課題―」

『立命館国際研究』25 巻 1 号，2012 年 6 月

104，  「香港での人民元取引と対外的な人民元決済の限界」

『立命館国際地域研究』第 36 号，2012 年 10 月

105，  「現代国際通貨体制の分析と諸範疇の明確化―私の研究をふり返って―」

『立命館国際研究』25 巻 3 号，2013 年 3 月

国際金融以外の論文，書評，新聞，その他

・論文；「大分新産都と大分県・市財政」

　『大分大学研究所報』第 12 号，1978 年 4 月

・  論文；共著「帝国主義と世界分割」



立命館国際研究　25-3，Xxxxx 2012

－ xxviii －

　島恭彦監修，講座『現代経済学』Ⅳ，『帝国主義論と現代経済』青木書店，1979 年，所収

・研究ノート；「大分県における公共事業の特徴と今後の動向」

　『財政学研究』N0.2，1979 年

・論文；共著「新産都市と地域社会―大分新産都市の場合―」

　『公害研究』9巻 3号，1980 年 1 月

・  資料；「大分大学経済研究所蔵の金融関係を中心とした戦前欧文雑誌目録」

　『大分大学研究所報』第 16 号，1982 年 5 月

・  学会報告要旨「債務危機の基本的性格と負担の相互転嫁―危機の今後の推移―」

　『国際経済』（国際経済学会）第 36 号，1985 年 10 月

・その他；「債務危機回避策 IMFコンディショナリティの強行と債務国の抵抗」

　『スチールデザイン』（新日鉄）No.272，1986 年 1 月

・  書評；関下稔『現代アメリカ貿易分析―パクス・アメリカーナの生成・展開・再編―』（有

斐閣，1984 年）

　『立命館経営学』第 25 巻第 3号，1986 年 9 月

・  資料；『大分大学経済研究所 戦前期文献目録』Ⅰ（旧植民地・海外諸国編，1986 年 3 月），

Ⅱ（本邦編，1987 年 2 月），Ⅲ（雑誌編，1987 年 8 月）の「解説」

・  コメント；「コンファレンスにおける 4つの論点」（東京大学・産経研コンファレンス，1988

年度）

　石見徹，伊藤元重編『国際資本移動と累積債務』東京大学出版会，1990 年に所収。

・  研究会報告；「日本の対外投資と対米ファイナンス」（現代世界経済研究会―立命館大学国

際地域研究所）

　『立命館国際地域研究』第 3号，1992 年 7 月

・  学会報告の要約；「ドル体制の変容・後退について」（1992 年国際経済研究会，福島市）

　『世界経済評論』1993 年 7 月

・書評；神沢正典『世界経済と開発金融』（ミネルヴァ書房，1994 年）

　『立命館国際研究』8巻 1号，1995 年 5 月

・書評；R.マッキノン，大野健一『ドルと円』（日本経済新聞社）

　『経済セミナー』No.523，1998 年 8 月

・新聞；「環太平洋地域のマネーフローと日本の対応」

　『日本工業新聞』1998 年 5 月 28 日

・新聞；「アルゼンチンの経済危機」

　『京都新聞』2002 年 2 月 3 日

・その他；「ドル体制の変化とユーロ」



－ xxix －

　『現代用語の基礎知識』2004 年版，2004 年 1 月

・書評；代田純『ユーロと国債デフォルト危機』（税務経理協会，2012 年）

　駒澤大学『経済学論集』第 44 巻第 1号，2012 年 9 月

学会報告，シンポジウム

・「アメリカによるイラン資産凍結と多国籍銀行」九州経済学会（1982 年，11 月）

・「IBFの発足と国際金融市場」国際経済学会・九州山口地区研究会（1984 年 1 月）

・「債務危機の基本的性格と負担の相互転嫁」国際経済学会（1984 年 10 月，神戸大学）

・「ユーロ・カレンシー市場とドル体制」土地制度史学会春季総合研究会（1986 年 6 月）

・「ドル体制の変容・後退について」国際経済研究会（1992 年 10 月 19 日，福島市）

・  「日本の国際収支構造と本邦為替銀行の対外ポジション」信用理論研究学会（1993 年度春季

研究学会，千葉商科大学）

・「国際通貨の諸様相と概念」国際経済学会関西支部（1997 年 5 月，大阪市立大学）

・  「1990 年代前半期における日本の対外投資の諸特徴」国際経済学会関西支部（2003 年 5 月，

大阪市立大学）

・  「国際通貨論的視点から見た人民元」阪南大学大学院海外学術交流シンポジウム（2008 年 5月，

阪南大学）

・  「現代国際金融とドル体制の現局面」比較経済体制学会第 8回秋季大会（2009 年 10 月，立命

館大学琵琶湖草津キャンパス）

・  「金融危機後のドル体制」国際経済学会関西支部　特別シンポジウム（2011 年 12 月，関西学

院大学梅田キャンパス）




